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令和 ６ 年 ２ 月１９日 

〇条例 

 小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

 小田原市障害児通園施設条例の一部を改正する条例 

 小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 小田原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 
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小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   育児休業をする会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給に係る所要の整備を行

うため改正する。 

 ［内  容］ 

   育児休業をする会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給するための所要の規定

の整備を行うこととする。（第７条関係） 

 ［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ２ 月２９日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ４ 号 

小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市職員の育児休業等に関する条例（平成４年小田原市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項

に規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 

 第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

   地方公共団体の手数料の標準に関する政令が一部改正され、戸籍法及び消防法に

基づく事務に係る標準手数料の設定等が行われることに伴い、本市の手数料につい

てこれに応じた措置を講ずるとともに、建築基準法に基づく事務に係る手数料を定

める等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 戸籍法に基づく事務に係る手数料の設定（第２条関係） 

    戸籍法が一部改正され、戸籍証明書が本籍地以外で請求できることとなること

等に伴い、戸籍法に基づく事務に係る手数料を次のように定めることとする。 

 (1) 本籍地以外での戸籍証明書の交付 ４５０円 

 (2) 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行 ４００円 

 (3) 本籍地以外での除籍証明書の交付 ７５０円 

 (4) 除籍電子証明書提供用識別符号の発行 ７００円 

 (5) 電子化された届書等情報の内容の証明書の交付 ３５０円 

 (6) 電子化された届書等情報の内容を表示したものの閲覧 ３５０円 

  ２ 消防法に基づく事務に係る手数料の引上げ（第４条関係） 

消防法に基づく浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク

貯蔵所の設置の許可に関する事務に係る手数料の額を次のように引き上げること

とする。 

区 分 改 正 後 改 正 前 

貯蔵最大数量 1,000kℓ以上 

5,000kℓ未満 
１，４５０，０００円 １，１８０，０００円 

貯蔵最大数量 5,000kℓ以上 

10,000kℓ未満 
１，７２０，０００円 １，４１０，０００円 

貯蔵最大数量 10,000kℓ以上 

50,000kℓ未満 
１，９２０，０００円 １，５９０，０００円 
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貯蔵最大数量 50,000kℓ以上 

100,000kℓ未満 
２，３６０，０００円 １，９５０，０００円 

貯蔵最大数量 100,000kℓ以上 

200,000kℓ未満 
２，７４０，０００円 ２，２７０，０００円 

貯蔵最大数量 200,000kℓ以上 

300,000kℓ未満 
５，６４０，０００円 ４，５５０，０００円 

貯蔵最大数量 300,000kℓ以上 

400,000kℓ未満 
７，２４０，０００円 ５，８２０，０００円 

貯蔵最大数量 400,000kℓ以上 ８，７９０，０００円 ７，０７０，０００円 

  ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部改正に伴う規定の整

備（第６条、第２０条及び第２３条関係） 

    建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名が次のように改められ

ることに伴い、同法及びこれに基づく国土交通省令を引用する規定を整備するこ

ととする。 

改  正  後 改  正  前 

建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律 

建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律 

  ４ 建築基準法に基づく事務に係る手数料の設定（第９条関係） 

    建築基準法に基づく事務に係る手数料を次のように定めることとする。 

   (1) 建築物の敷地に係る接道要件を適用除外とされる既存不適格建築物の大規模

修繕等に関する特例の認定に係る審査手数料 ２７，０００円 

   (2) 道路内の建築制限を適用除外とされる既存不適格建築物の大規模修繕等に関

する特例の認定に係る審査手数料 ２７，０００円 

 ［適  用］ 

  １ 戸籍法に基づく事務に係る手数料の設定 

    令和 ６ 年 ３ 月 １ 日 

  ２ 上記以外 

    令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ２ 月２９日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ５ 号 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

小田原市手数料条例（平成１２年小田原市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第２条第１号中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、 

「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証 

明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同条第６号中「事務」の次に「又は同法第  

１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事 

務」を加え、「１件」を「又は届書等情報の内容を表示したもの１件」に改め、同号を

同条第８号とし、同条第５号中「又は同法」を「、同法」に改め、「事項の証明書の交

付」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書

の交付」を加え、同号を同条第７号とし、同条中第４号を第５号とし、同号の次に次の

１号を加える。 

  (6) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく除籍電子証明書提供用識別符号の発

行（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１項の規定により

同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により除籍電子証明

書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る除籍電子証明書の請求が同項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合

に限る。）における当該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る除籍

電子証明書の請求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場合に

おける当該発行を除く。） 除籍電子証明書提供用識別符号１件につき７００円 

第２条第３号中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、 



 

「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは

一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同号を同条第４号とし、同条第２号の

次に次の１号を加える。 

 (3) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく戸籍電子証明書提供用識別符号の発

行（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１

号）第７条第１項の規定により同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法（地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定め

る金額等を定める省令（平成１２年自治省令第５号。第４条において「総務省令」 

  という。）第１条の２に定めるものに限る。以下この号及び第６号において同 

  じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る戸

籍電子証明書の請求が同項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用す

る方法により行われた場合に限る。）における当該発行及び戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時に当該戸籍電子証明書

が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書の

請求を行う場合における当該発行を除く。） 戸籍電子証明書提供用識別符号１件

につき４００円 

 第４条第３号エ中「地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で

定める金額等を定める省令（平成１２年自治省令第５号。以下この号及び第６号におい

て「総務省令」という。）第１条の２」を「総務省令第１条の３」に、「第１条の３」 

を 「 第 １ 条 の ４ 」 に 改 め 、 同 号 オ ( ｱ ) 中 「 １ ， １ ８ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 

「１，４５０，０００円」に改め、同号オ ( ｲ )中「１，４１０，０００円」を 

「１，７２０，０００円」に改め、同号オ ( ｳ )中「１，５９０，０００円」を 

「１，９２０，０００円」に改め、同号オ ( ｴ )中「１，９５０，０００円」を 

「２，３６０，０００円」に改め、同号オ ( ｵ )中「２，２７０，０００円」を 

「２，７４０，０００円」に改め、同号オ ( ｶ )中「４，５５０，０００円」を 

「５，６４０，０００円」に改め、同号オ ( ｷ )中「５，８２０，０００円」を 

「７，２４０，０００円」に改め、同号オ ( ｸ )中「７，０７０，０００円」を 

「８，７９０，０００円」に改める。 

第６条第１項第３号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 



 

第９条第６１号中「（昭和２５年政令第３３８号）」を削り、「１件につき  

２７，０００円」を「２７，０００円」に改め、同号を同条第６３号とし、同条第６０

号の次に次の２号を加える。 

(61) 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１２第６項の規

定に基づく大規模の修繕又は大規模の模様替に関する特例の認定の申請に対する審

査 ２７，０００円 

(62) 建築基準法施行令第１３７条の１２第７項の規定に基づく大規模の修繕又は大

規模の模様替に関する特例の認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

第２０条第１項第１号ウ(ｱ)及び第２号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関 

する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第１５章の章名を次のように改める。 

    第１５章 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく事務に係

る手数料 

第２３条第１項各号列記以外の部分及び同項第１号から第８号までの規定中「建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律」に改め、同項第９号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め

る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条及び第４条第３号エの

改正規定は、同年３月１日から施行する。 
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小田原市障害児通園施設条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   児童福祉法の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 児童福祉法の一部改正に伴う規定の整備（第３条関係） 

(1) 通園施設の事業内容の整備 

     児童福祉法が一部改正され、医療型児童発達支援の定義が児童発達支援に統

合されることに伴い、つくしんぼ教室においては、従来の福祉型の児童発達支

援を行うものであることを明確にするための規定の整備を行うこととする。 

(2) その他 

  児童福祉法の条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用

する規定を整備することとする。 

  ２ その他 

    規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市障害児通園施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ２ 月２９日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ６ 号 

小田原市障害児通園施設条例の一部を改正する条例 

小田原市障害児通園施設条例（平成１５年小田原市条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

第３条第１項第１号中「規定する」の次に「内閣府令で定める便宜の供与に係る」を

加え、同条第２項中「第６条の２の２第６項」を「第６条の２の２第５項」に改める。 

第６条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

  市立病院における放射線科の診断及び治療の専門分野をそれぞれ診療科目として

明示するため改正する。 

［内  容］ 

  市立病院の診療科目を次のように変更することとする。（第４条関係） 

改  正  後 改  正  前 

放射線診断科 

放射線治療科 
放 射 線 科 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ２ 月２９日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ７ 号 

小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年小田原市条例第５９号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第３項第２３号を次のように改める。 

(23) 放射線診断科 

第４条第３項中第２６号を第２７号とし、第２５号を第２６号とし、第２４号を第 

２５号とし、第２３号の次に次の１号を加える。 

(24) 放射線治療科 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

  非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令が一部改正され、補償基礎

額が引き上げられることに伴い、本市の非常勤消防団員等の公務災害補償について

これに応じた措置を講ずるため改正する。 

［内  容］  

 １ 消防作業従事者等の補償基礎額の引上げ（第５条関係） 

   消防作業従事者等の補償基礎額を９，１００円（現行は、８，９００円）に引

き上げることとする。 

 ２ 非常勤消防団員の補償基礎額の引上げ（別表関係） 

    非常勤消防団員の補償基礎額を次のように引き上げることとする。 

（ ）内の数字は、現行の金額 

階      級 
勤   務   年   数 

１０年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上 

団長及び副団長 
１２，５００円 

（１２，４４０） 

１３，３５０円 

（１３，３２０） 
１４，２００円 

分団長及び副分団長 
１０，８００円 

（１０，６７０） 

１１，６５０円 

（１１，５５０） 

１２，５００円 

（１２，４４０） 

部長、班長及び団員 
９，１００円 

（８，９００） 

９，９５０円 

（９，７９０） 

１０，８００円 

（１０，６７０） 

［適  用］ 

  令和６年４月１日以後に支給すべき事由の生じた損害補償並びに同日前に支給す

べき事由の生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償

年金について適用 



小田原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ２ 月２９日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ８ 号 

小田原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

小田原市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年小田原市条例第４２号）の一部を

次のように改正する。 

第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。 

別表中 

「 
円 

１２，４４０  

円 

１３，３２０  

円 

１４，２００  

」 

を 
１０，６７０  １１，５５０  １２，４４０  

８，９００  ９，７９０  １０，６７０  

 
「 

円 

１２，５００  

円 

１３，３５０  

円 

１４，２００  

」 

に改める。 
１０，８００  １１，６５０  １２，５００  

９，１００  ９，９５０  １０，８００  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第５条第２項及び別表の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事

由の生じた損害補償並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る傷 

 病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年金 

 等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補

償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補

償年金等については、なお従前の例による。 


